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須崎市独自設定に係る届出について 

 

須崎市では、令和２年１月に「須崎市立地適正化計画」を公表しました。本市では、想

定される津波災害に対し、全ての住宅を安全な場所に移転させることは、財政や現在の

生活を維持していく観点からも、事実上困難な状況です。 

そのため、津波から避難することを前提に、Ｌ１津波に対し“財産を守る”、“経済的損

失を軽減し、被災後の地域の経済活動を早期に復旧する”という２つの観点から、推奨

する建築物の条件を示し、須崎都市計画区域内のＬ１津波による想定浸水深が２ｍ以

上の区域で、住宅等の建築物を新築又は改築する場合、市長への届出が必要となりま

す。 

 

 

１．届出の対象となる行為 

事前の届出の対象となる行為は、須崎都市計画区域内のＬ１津波による想定浸水深

が２ｍ以上の区域で行う、下記の建築等行為です。 

 

建築等行為 住宅等の建築物を新築又は改築する場合  

 

 

２．届出の目的と推奨する建築物の条件 

 須崎市独自設定に係る届出制度は、Ｌ１津波の想定浸水深が２ｍ以上の区域におい

て推奨する建築物への建替えを推奨することと、高台や津波避難ビルへの避難経路の

事前周知を目的としています。 

 

推奨する建築物の条件 

※①、②を満たすもの 

①木造建築物以外の堅牢な建築物とします。 

 

②居 住 を目 的とした建築 物 は、Ｌ１津 波 の想定 浸 水 深 以 上 の高

さに居 室 の一 部 を設 け、当 該 居 室 の床 の高 さがＬ１津 波 の想 定

浸水深以上である建築物とします。 

 

 

 

 



 

【推奨する建築物のイメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．届出の期日 

建築等行為に着手する日の 30 日前までに、須崎市へ届出をしてください。 

 

 

４．届出書類 

届出は、届出書（様式）に添付書類を添えて提出してください。届出書の様式及び添

付書類は、須崎市立地適正化計画に基づく事前防災の推進に関する条例施行規則に

より、下記のとおり定められています。 

 

建築等行為 

(施行規則第 3 条関係) 

①届出書：別記様式 

②添付書類：別記様式に記載のとおり 

 

 

５．届出に対する市側の対応  

須崎市では届出を受けて、須崎都市計画区域内のＬ１津波による想定浸水深が２ｍ

以上の区域における、住宅等立地の動向を把握するとともに、その建築場所に近い高台

や津波避難ビルへの避難経路等の情報提供を行います。 

 

 

 

 

居 室 の一 部  

木 造 建 築 物 以 外 の 

堅 牢 な建 築 物  

居 室 の一 部  

居 室 の一 部  

Ｌ１津 波  

の想 定 浸 水 深  

店 舗 ・事 務 所 ・居 宅 等  駐 車 場 等  

木 造 建 築 物 以 外 の 

堅 牢 な建 築 物  木 造 建 築 物 以 外 の 

堅 牢 な建 築 物  

＜住 宅 ＞    ＜店 舗 ・事 務 所 と住 宅 併 用 ＞  ＜ピロティ構 造 ＞ 



 

６．Ｌ1 津波の浸水予測区域における想定浸水深が２ｍを超える区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

届  出  様  式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 



別 記 様式（第３条 関 係） 

 

建 築 等行 為 の届出 書  

 

 須 崎 市 立 地 適正 化 計 画 に基 づく事 前防 災 の推 進 に関する条 例 第４条の規 定 に基 づき、 

住 宅 等の新 築  

建 築 物を改 築して住 宅 等 とする行 為          について、下記 により届 け出 ます。 

建 築 物の用 途を変 更して住 宅 等とする行 為  

 

  年   月   日    

須  崎  市  長  様  

 

届 出 者 住  所  

     氏  名                印  

     連 絡 先  

 

1 住 宅 等 の建 築 等 行 為 を行 う土 地

の所 在 、地 番、地 目 及び面 積  
 

2 新 築 しようとする住 宅 等 又 は改 築

若しくは用 途 の変 更 後 の住 宅 等 の

用 途  

 

3 改 築 又 は用 途 の変 更 をしようとす

る場 合は既 存 の建築 物 の用 途  
 

4 住 宅 等 の構 造   

5 その他 必 要な事 項   

注 1  届 出 者 が法人 である場 合 においては、氏 名 は、その法 人の名 称 及び代 表 者の氏 名を記 載すること 

2 届 出 者 の氏 名 （法 人 にあってはその代 表 者 の氏 名 ）の記 載 を自 署 で行 う場 合 においては、押 印 の

省 略 可。 

（添 付書 類） 

・確 認申 請 書（住 宅 等）の写し 

・位 置図  

・敷 地内 における住 宅 等 の位 置 を表示 する図 面  

・住 宅等 の立 面 図及 び各 階 平 面図  

・その他 参 考となるべき事 項を記 載した図 面  


